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明治大学　社会科学研究所紀要
B6　R．　Fisoher，　Uber　die　Grundlagen　der　Bilanzwerte，　S．13．
鋤　H．v．　Simon，　a。　a．0．，　S．200～201．
（3）
　貸借対照表価値論争がこれまでみたような第1の論点から第2の論点へ重点移行したのは，1880年
代末葉から1890年代初頭にかけて重工業を中心とする本格的なドイッ独占の確立期であったと推定さ
れる。
　ドイツ独占の確立期に何故価値論争は論点移行したか。
　一般に指摘されているように，当時のドイツのもっとも主要な会計問題の一指標としてみるべきも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）のは，いわゆる「1マルク・IOO％減価償却」によって代表される意識的な過大償却・秘密積立金形
成実務の広範な普及であった。
　こうした過大償却・秘密積立金の形成という問題が独占の生成より確立の過程において登場してき
たのは，資本集中機構としての独占的巨大株式会社の現実的な要請に基づくものであった。
　一般に過大償却・秘密積立金の形成は，それにより公表資産・利益の過少表示をもたらし，企業の
現実の姿を陰蔽する。すなわちそれは公表資産・利益と現実の資産・利益の乖離を故意に増大する政
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）策であるが，独占の確立期にはこうした政策がいわゆるr慎重で堅実な会計」としてむしろ推賞され
る傾向にさえあった。
　1899年のドイツ商法の改正はそうした政策に対し一連の規定によって制度的な保障を与えたのであ
　（3）った。例えば，新たに導入された38条の正規の簿記の原則は，その建議書によれば正規の簿記の原則
による会計処理とは「慎重な商人の慣習」を尊重した処理であるとし，実務的慣習・独占的諸企業の
　　　　　　　　　　　　　　　　　（4｝自由裁量制を大幅に是認したのであった。また271条は過大償却に対して株主が取消請求をする場合
にはその株主の持分が資本金の20分のiに達していなければならないとし，取消請求権を大幅に限定
　（5）
した。そしてこれらの規定は大多数の小株主の利益を侵害し，小数の大株主の手中に経営権を掌握す
ることを可能にした。
　制度的に保障された過大償却・秘密積立金形成の現実的な効果は，一方では，利益の過少表示によ
り大多数の一般株主の配当権を限定・侵害し，租税負担を軽減し，賃上げを抑制することによって秘
密裏に資本蓄積を遂行することであった。他方では，これらの政策は，健全な企業の財務的政策の表
（??
現であるという名目の下に公表資産・利益が隠蔽されたものであるという事実をことさら公表するこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（nとにより，株価の操作をつうじより有利な資本調達をはかることであった。
　その上こうした独占的紛飾会計機構は，たんに独占的な大銀行・工的企業それ自身の内部での紛飾
であるのみならず，独占的系列化の軸にそって従属会社へと侵透していったといわれている。
　こうした当時の状況について津守教授はつぎのようにいわれる。
　「貸借対照表非真実＝不明瞭表示実務の一般化は，当時たんなる平面的・自然発生的な普及の過程
として進行したのではなく，一定の支配＝従属関係を媒体として独占体の中枢部から末端へと意識的
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8　．強制的に移植されていくどいう過程をたどったのである。」
　津守教授は，さらにこうした移植の媒体となったのは独占形成＝金融寡頭支配のテコである「参与
制」・「人的結合」であり・とりわけ「参与制」の形成にとって重要な役割を果したのは監査役の派
遣制であり，これにより親会社の貸借対照表作成原則・方法が子会社へ移植され，その結果として各
独占系列ごとの貸借対照表作成原則・方法の統一化が生まれ，ここに過大償却・秘密積立金形成の広
　　　　　　　　　　　　　　（9）範な普及をみたと指摘されている。
　こうしてドイツ独占の独立期におけるもっとも主要な会計問題は，過大償却・秘密積立金の形成・
公表貸借対照表の資産・利益の意識的な非真実表示という問題であり，それは当時の独占的株式会社
の資本の集中・集積という現実的な要請に根ざすものであった。
　貸借対照表価値論争の第2の論点への移行期はまさしくこの時期に呼応する。それは，独占の生成
期より確立期における株式会社がその資本の集中・集積をつうじて一そう発展するために必要とした
過大償却・秘密積立金の形成という要請を反映するものであった。この過程は第2の論点，すなわち
法規は「絶対的な真実性」を要求しているか，それとも「相対的な真実性」を要求しているかという
この論議を中心として展開され，相対的な貸借対照表真実性原則が絶対的な貸借対照表真実性原則に
とって代っていく過程であった。そしてこの過程は「前期」主観価値説から「後期」主観価値説への
転化の過程として知られている。
　絶対的な貸借対照表真実性の原則はかつて独占の生成期に後進国ドイツの株式会社の経済的な基礎
を強化し，その存立・発展の地盤を固めるために必要とした原則であり，それは財産貸借対照表観を
基礎とするものであった。しかるに独占の形成より確立にいたる株式会社制度の現実的要求すなわち
過大償却・秘密積立金による資本の蓄積と一そうの集中は，極端な貸借対照表非真実表示を招来し
た。しかもこの独占的な紛飾会計現象は1897年の改正商法をつうじて制度的な保障に裏付けられて，
「推賞に価さえする」とさえいわれるようになったのであった。そこで現実の会計はどうあれ，従来
少なくとも名目的には真実表示をかかげ財産計算原理に立脚したいわゆる静態論は，こうした現実の
独占的会計の普及にとって姪楷化するにいたる。独占体と独占的会計にとって必要なのは，静態論の
説く財産の真実表示と現実の非真実表示との矛盾を止揚することであり，それには静態原理の不合理
性を論証し，独占的会計実務を社会的慣習として是認し，それをさらに強力に推進しうる新しい会計
理論を構築することであった。
　価値論争における第2の論点への移行，それは，独占的な貸借対照表非真実実務に対する制度的保
障を媒体として，こうした実務を合理化し推進するための過程であった。そして従来の絶対的な貸借
対照表真実性の原則と財産計算原理をもってしては，現実の貸借対照表貸作成実務にみられる資産・
利益の過少表示・極端な意識的粉飾などどうみても合理化しえない実務を合理化するためには新しい
論理が必要であった。極端に非真実な財産価値計算が行われている現実にもかかわらず，それを真実
とりわけ相対的な真実であると説くことにより，その現実を合理化するための論理，それこそ「相対
　　　　　　　　　　　　⑩的な真実性」の原則であった。
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　すでtlC　1　89　1年4月30日の帝国大審院の判決は，この問題を評価規定の最高限をめぐる法解釈の問題
として提起し，株式改正法の評価規定は一定の借方が最高限どの程度までの金額で評価されるべきで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑪あるかを規定し，下限については規定せず，という見解を示した。さきに指摘したように1897年の改
正ドイツ商法は，評価規定にっいては40条及び261条に旧法31条と株式改正法185条の規定を名目上
はほぼそのまま継承しながらも，あらたに38条に正規の簿記の原則を，また2ア1条に過大償却に対す
る株主の取消請求権を限定する規定を加えることによって，過少評価・過大償却合法論への法的・制
度的保障を賦与する途を開いたのであった。
　　　「ドイツ商法」　　　　　　　　’
　38条　「すべての商人は帳簿を作成し，その取引および財産の状態を正規の簿記の原則にしたが明瞭に表示す
　　るべきである。」
　40条　「財産目録および貸借対照表を作成する場合，すべての財産ならびに負債は貸借対照表が作成される時
　　にそれらに付すべき価値によって評価されるべきである。」
　271条　「決議により，または会社の定款によって許されたる範囲を上まわって減価償却または引当金の設定
　　が命じられるという理由で行われる株主総会の決議に対する取消請求権は，その取消請求の訴訟をする株主
　　または各株主の持分が資本金の20分の1に達するかぎり是認される。」
　この商法改正に呼応して1897年7月の帝国大審院の判決は，新商法271条の趣旨を具体化し配当限
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫定の立場から過少評価の合法性を是認したのであった。
　このような一連の機運を背景として，H．　v。ジモンは1898年に前掲主…著を増補改訂し2版として出
版した。ここで注目したいのは，ひとしく主観的価値説を展開しながらも，第1版においては過大評
価・過少評価の全面的禁止を含む絶対的な貸借対照表真実性の原則の下に過大償却に対しては否定的
であつたのに対し，第2版以後自説の転換を行い，過少評価・過大償却を是認する方向をうちだして
いる点である。
　すなわちH．v．ジモンはつぎのようにいう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　「たとえある会社が良好であれ営業不振であれ，経営財産の消耗は，営業成績とは無関係である。
財産状態が不良であっても，消耗額をより低く計上することによって貸借対照表を改善することは，
　　　　　　　　　　　　　⑬それによって正当化されない。」
　H．v．ジモンのこのような自説の転換は，一般に絶対的な貸借対照表真実性原則から相対的な貸借
対照表真実性原則への転換の一指標として指摘されている。津守教授がこのような転換に対して論評
されておられるように，「ジモンが貸借対照表真実性原則の内容を厳密に解釈し積極項目の過大評価
はもちろんその過少評価をも否定するという従来の自説を幣履のごとく簡単に放棄し，このように，
易々として，貸借対照表相対的真実性の理論に変節したのは，なんら論理の内的必然性のしからしむ
るところではない。…一・この変節を可能ならしめたものは，まったく主観的価値の理論にほかならな
かった。主観的真実性の理論の真面目は，それが本来，貸借対照表相対的真実性の理論＝盗意的評価
の合理化論を内包しうるところにある。端的にいえぼ，極端な盗意的評価が次第に実務上要請されは
じめた19世紀80年代後半に，ジモン的な意味での主観価値説が構築された真の現実的意義は，まさに
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　　　　　a4この点にある。」
　すでにジH．v．モンは，上掲第1版の最後で貸借対照表真実性の問題にふれ・貸借対照表真実性と
は，帝国上級裁判所のいうような意味での真実性すなわち「客観的真実性にできるだけ近づかなけれ
ばならない」というような意味での真実性ではなくて，「誠意ある商人がつねに達成しようと努力し
　　　　　　　　　　　　　　　　　ていたという意味での真実性である」としてつぎのようにのべている・
　「貸借対照表真実性と明瞭性一，これらは，われわれがそれに達成しようとしてそれに向って努
力すべきではあるが，しかしながらけっして完全には到達することはないような目標を意味しうるに
　　　⑯すぎない。」
　これにより貸借対照表真実性は，本来絶対的なものではなくて相対的な意味しかもちえないことが
暗示されているが，さらにかれはこれに引きっづきつぎのようにのべ，この真実性は会社機関＝支配
者集団の判断にまかされるような真実性，したがってまた，本来会社支配権の外部にたつ大多数の株
主はその真実性についてはたんに信ずるほかないような真実性であることを示唆する。すなわち，
　「これらの会社機関の立場からみれば，なるほど貸借対照表項目は事実問題であるべきであり，そ
の価値評価は意見の問題であるべきであろう。だが貸借対照表を吟味しようとする第三者にとって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑰は，それはたんに信ずべき事柄（Glaubenssache）であるにすぎない。」
　こうしたH．v．ジモンの自説の転換の後をおうかのように，1899年v．ノイカンプはその著名な論
文「貸借対照表真実性のドグマ」において過少価値合法論を展開したのであった。
　すでに拙稿でこの論文の内容は紹介したが，v．ノイカンプの過少評価合法論をH．v．ジモンの主観
価値説と対比するならば，きわめて特徴的なことはつぎの点である。すなわちH．v．ジモンは商法改
正を契機に自説を転換し，絶対的な真実性から相対的な真実性へと移行したにせよ，それにもかかわ
らず正規の簿記の原則にかなう貸借対照表の目的は財産状態の表示にあり，法規の規定する価値の解
釈としてはその実際の内容はどうあれ個人的価値であると説いている，もちろん「評価の恣意性の合
理化論を内包する主観価値説に立脚してのみ恣意的な貸借対照表相対的真実性の理論の構築が可能に
な。た。とは否定しえない里だが，。．ノイカンプにあ。ては・うした蘇での主観価値の理論さえ
もはや何の役割も果していないのであり，そこにあるものは過少評価の合法性を論証するための全く
特殊な法解釈論であり，しかも最終的には純粋に精緻な法解釈の枠を完全にのりこえて，経済的・現
実的な要因（配当蘭題）が過少評価の合法性を根拠ずける一切の規定的要因とみなされていること・こ
れである。
　　貸借対照表真実性にかんするv．ノイカンプの基本的な見解はつぎのようであった。
　　「現行法によれば，貸借対照表価値の過少に見積られた評価はあくまで是認されるべきであり，一…・しかも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑲　また推称に価するものである　　絶対的な貸借対照表真実性のレーレとは調和しない命題。」
　　かれによれば，従来貸借対照表真実性とは一般に「商人貸借対照表における個々の商人の財産価値ないしは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　商法上の諸規定に服するところの会社の財産価値を，総じてその実際の価値に対応して計上するという原則」
　である。
　　この場合，通説にしたがえば，「貸借対照表は，そこに示された財産という客体が過大に評価されていると
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　　　　　　　　　　　⑳きにもまた，非真実である。」　したがってそこでは何よりもまず，財産の過大・過少評価の全面的禁止を含む
ところの絶対的な貸借対照表真実性が要求されるものとみなされている。貸借対照表真実性の概念が，かかる
ものとして過大評価のみならず過少評価をも排除するということが一般に妥当するとすれば，過大評価と同様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲に法規の上で「過少評価もまた罰則をもって禁止されていなければならないはずである。」絶対的な貸借対照
表真実性がその正当性を主張しうるとすれば，まさしくこの点で法規が過少評価を禁止しているという解釈が
成立しうるものでなければならず，またそのことが十分に証明されていなければならないはずである。
　この問題は果してすでに証明ずみのことであるかどうか，この問題こそ，v．ノイカンプの過少評価合法論
におけるもっとも中心的な課題であった。
　かれによれば，一般に論老はひとしく貸借対照表真実性のドグマの問題をすでに確定ずみのこととし，それ
により貸借対照表の過少評価もまた是認されざるものであるかの如き風潮を呼びおこしている。このことが果
して妥当するかどうか。かれはこのような現状認識を背景に従来の絶対的な貸借対照表真実性原則の妥当性を
検討する場合自説との関連でいかなる点が吟味されるべきかを問い，つぎのような問題を提起をする。
　「商人財産の貸借対照表上のかかる不正な評価（過少評価）が，法規の上で是認されるかどうかという問題
が，この関連で研究されなければならない。」
　このような問題意識の下に展開されるかれの過少評価合法論の内容は，すでに拙稿で原典に即してみたよう
に，法規の純粋に技術的な解釈論の問題として検討され展開されている点にその著しい特徴がみられる。そし
てこのような解釈論の結果かれが到達した結論はつぎのようであった。
　「すでに示したように，立法典のこれまでの発展は，いわゆる貸借対照表真実性のドグマを実現することを
目的としてはいない。むしろその発展は逆に実質的に不正な貸借対照表を作成することを直接的に規定するか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳ないしはそれを疵護するという傾向をもっている。」
　かれはさらにいう，「貸借対照表真実性，それはジモンのいうように“なるほど決して到達されることのな
い，だが熱望されるべき目標”にすぎない，このような目標にもかかわらず，現実の問題どしては過少評価合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳法論はまさにドイツ実業界の名声にもっともよく役立つものとしてすすめられている」と。
　それでは法規の形成史およびその一般的な傾向のみならず，実業界の要請としてもすすめられるべき過少評
価合法論の基礎を支えるものは何か，
　かれはこの論文の最後でつぎのようにいう。
　「ここで想定される基準はこれまでの説明からその正当性の証明がえられることがなければ，それはつぎの
ような考量によってその真なることが証明される。
　ある会社の積極財産が過少評価されればされるほど，それだけその会社の経済的な地位は健全で強固なもの
となる。とくにその会社の管理者とその構成員は，しばしば生ずる宿命的で危険な自己欺隔，すなわち会社の
財産をそれらが実際にそうであるより過大に，また会社の経済状態をより良好に示すという欺隔から防止され
る。
　とくにその会社が一般にさらされる危険，つまり架空な配当金を配分するというもっとも大きな危険をもそ
の会社はおそれることはないのである。
　各会社は貸借対照表における積極財産をつねにその真実な価値以下で評価することに固執すれば，あらゆる
事情の下でこうした危険を排除したものというべきであろう。その結果，われわれはつぎのような原則すなわ
ち貸借対照表価値がより低く評価されれぽされるほど，それだけその会社の経済状態はよりよくかつ強固なも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳のになるという原則をうちたてることが可能である。」
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　　上記引用にみるように，きわめて精巧な法解釈論として展開された過少評価合法論は，それまでの純粋に技
　術的な法解釈の枠をこえ経済的な考慮から強力に推進されているのみならず，それが過少評価の正当性を主張
　するためのもっとも有力な論拠となっている。
　従来客観的売却価値説であれ主観的価値説であれ，それらは，すでにみたように貸借対照表をもっ
て財産状態を真実表示すべきものとして，財産価値計算の真実性の保証という問題に力点をおき貸借
対照表真実性を重視したのであった。
　しかしながら改正商法における一連の制度的保障と相俊って従来の貸借対照表絶対的な真実性は放
棄され，過少評価・過大償却・秘密積立金の設定・非真実な財産価値計算を合法化するいわゆる相対
的な真実性の原則に立脚する理論が組みたてられたのであった。
　たしかにこうした相対的な貸借対照表真実性の原則は，過少評価・過大償却・秘密積立金の形成・
公表資産と利益の過少表示・貸借対照表非真実性という現実を巧妙に合理化しその理論ずけをねらっ
た「非真実合理化論」として一定の役割を果したのであった。だが，こうした原則を基礎とする理論
が，現実の貸借対照表作成実務と背反的であることは，明白である。rレマルク・IOO％減価償却」で
設備財の価値を表示し，しかもそれらが真実であると説くことは，価値・真実価値としての財産貸借
対照表観を基調とする静態論の限界をこえるものである。
　そもそも静態論は本来財産価値計算・真実価値計算したがって財産貸借対照表の第一義的重要性を
標榜して構築された制度的理論にほかならなかった。それは，公表会計実務の実際の内容はどうあれ
「真実・正確な価値計算，正確な配当可能利益計算が制度的に保証されているかのごとく公衆に印象
づけ独占的株式企業の資本集中・集積を促進するところに，（その）制度的・理論的役割があった。」
　ところが今や独占の確立期において過少評価・過大償却・秘密積立金の設定・貸借対照表非真実実
務が法的・制度的保証の下に合理化されるにおよび，かって独占の生成期に当時の株式会社が存立し
その地盤を強化してゆくために必要とした絶対的な貸借対照表真実性を基軸とする財産計算原理は現
実の独占的株式会社の確立にとりまさに栓桔化したのであった。独占体にとって今や必要なのは財産
計算原理の不合理性を論証し，独占的会計実務を社会的慣習として是認し，それをさらに推進するこ
とであった。価値論争の第2の論点への移行，それは，独占的な貸借対照表非真実作成実務の制度的
保障を媒介としてこうした実務を合理化し，一そう推進するための過程であった。独占確立期の株式
会社制度が必要とした公表貸借対照表の資産・利益の過少表示・意識的な紛飾という状況の下で，絶
対的な貸借対照表真実性原則によってはどうみても合理化しえない実務を合理化しうる論理，それ
が，相対的な貸借対照表真実性の原則であった。
　だが現実にいまだ十分に価値をもつことが明白な設備財を1マルク勘定として示し全額償却し，故
意なる非真実表示は健全会計の現われであり，それこそ相対的な真実である，と力説するとしても，
それが非真実でありかかる表示が財産状態の表示という視点からはもはや何の意味ももちえないこと
は明白であり，こうした現実は，財産価値として相対的真実という命名をもっても説明し尽くしえな
いし，またそれを一そう促進することも可能ではない。真実の財産状態からの完全な乖離，それを客
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観的であれ主観的であれいずれにせよ真実価値を基軸として樹立されてきた財産計算原理の枠内で正
規の簿記の原則にかなうものとみなすには，きわめて不十分であるといわなければならない。こうし
た現実にとってさしあたり必要としたのは，問題を真実価値，財産評価という観念から解放し，こう
した独占的会計を正当化しそれを一そう促進するための新しい論理を追求することであった。
（1）　】マルク勘定によって代表されるドイツの過大償却・秘密積立設定事情については，津守常弘「ドイツ独
　占確立期における自己金融と決算政策」（1）・（2）を参照。
（2）　v．Neukamp，　Das　Dogma　von‘‘der　Bilanzwahrheit”Zeitschrift　ftir　das　gesamte　Handelsrecht　und
　Konkursrecht，　Bd．48，　i　899，　S．406．
③　この問題の詳細については拙稿r1897年のドイツ商法における評価規定をめぐって」を参照。
（4）　K．Barth，　a．　a．0．，　S．175．
〈5）R．Passow，　a．　a．0，，　Bd．　ll・．　S．78，　K．　Barth，　a．　a．　O．，　S．174。1884年の株式法の下では当時の信用基
　盤を背景として少数株主保護のため法規または定款に規定された範囲を超える過大償却または積立金により
　配当可能利益が著しく狭められた場合には「株主固有権の侵害」（R．Passow，　a．　a．0．，　Bd．　H．　S．78）とし
　てすべての株主にに対し総会の決議に対し取消請求訴訟が考えられていた。この株主固有権に対し，改正商
　法のための帝国議会の委員会はそれが余りにも広範すぎるとして　（R．Passow，　a．　a．0．，　Bd．　ll．S．78），
　その株主の持分が資本金の20分の1に達すべきであるという限定条件を付した。このことはたんに「法規ま
　たは定款に規定された範囲をこえる過大償却または積立金」に対するすべての株主の訴訟権を制限したばか
　りでなく，「当時すでに少数株主が資本金の20分の1に達する持分を結集することは事実上ほとんど不可能
　に近い」（津守常弘「ドイツ静態論と秘密積立金」246頁。）ため，会社支配グループに過大償却に対するほ
　とんど無制限な権限が賦与され，他方少数株主権は大幅な削減をみたといえよう。
く6）　K．Barth，　a．　a．0．，　S．13．
〈7）津守常弘「ドイッ独占確立期における自己金融と決算政策」（⇒　60頁。
（8）津守常弘　同上62頁。
⑨　津守常弘　同上60頁。ドイツ商法によれば，こうした監査役には企業全部門に及ぶ会社業務監査，年次計
　算・貸借対照表・利益配案の監査報告などの権限と義務（「ドイツ商法」246条，K・Barth，　a・a・0・，　Bd・
　1．S°320），また定款により財産評価とくに減価償却率の決定権限が与えられている（R．　Passow，　Bd．　H．
　S．4）。
⑩　津守常弘　「ドイツ静態論と秘密積立金」263頁。
⑪　K．Barth，　a．　a．0．，　S．176．この判決の詳細についてはすでに拙稿「v．ノィカソプの過少評価合法論」で
　とりあげた。判決の主旨だけいえば，ドイツ普通商法31条は真実な時価で貸借対照表を作成するということ
　についてはいかなる強制力もないということである。
働　K．Barth，　a．　a．0，．　S．】76．この判決についても拙稿rv．1イカンプの過少評価合法論」でとりあげた。
〈i3　H．　v．　Simon，　Die　Bilanzen，3．　aufL，　S．389．　H．　v．ジモンはまたこの問題について別の小論文の中でつ
　ぎのようにのべている。「一一過大償却によっていわゆる秘密積立金を設定することは，堅実な株式会社の
　誇りであり，…一・会社が何らの制限もなしに必要なるものとして過大償却を行うことができるということを
　誰でもが知っている。またそれはどんな場合でも知らなければならないことであろう。それ故に取締役はた
　とえかれが過大償却を行なった場合にも欺隔をしたわけではないのである。しかも（過大な）減価償却は大
　抵の場合たとえば個別的な大企業にみられる例が示すように，工場全体が1マルクで計上されているという
　事実を，どんなにしてもみすごすごとができないほど明瞭なのである。」　（H．v．　Simon，　Betrachtungen
　U1）er　Bilanzen　und　Gesch証tsberichte　der　Aktiengesellschaften　aus　Anlass　neuerer　Vorgange，　Festgabe
　der　Juristischen　Gesellschaft　in　Berlin，1903，　S．4】2）。
・⑭　津守常弘「ドイツ静態論と秘密積立金」253頁。
⑮　H．v．　Simon，　Die　Bilanzen，】・aufl，　S・235．
一170一
ドイツにおける貸借対照表動的思考の生成にかんする一考察
⑯　H．v．　Simon，　a．　a．　O，，　S．237．
⑰　H・v・Simon・a・a・0・・S・237・
⑱　津守常弘「ドイツ静態論と秘密積立金」223頁。
⑲　v．Neukamp，　a．　a．　O．，　S．452．
⑳　v．Neukamp，　a・a・0・・S・45】・
⑫り　v．Neukamp，　a・a・0・・S・451・
㈲　v．Neukamp，　a．　a．0。，　S．451～452．
㈲　v．Neukamp，　a．　a．0．，　S．452．
㈲　v．Neukamp，　a．　a．　O．，　S．504，
⑳　v．Neukamp，　a．　a．0．，　S．504～505
㈲　v．Neukamp，　a・a・0・・S・505～506・
吻　津守常弘「ドイツ静態論と秘密積立金」269頁。
鱒　津守常弘　同上262頁。　　　　　　　1
む　す　び　に
　こうした状況を背景として登場したRフィッシヤーが未完に終っ熊第1主著「貸借対照表価値論」
（Die　Bilanzwerte，　was　sie　sind，　und　was　sie　nicht，　sind，　Bd．1．1905，　Bd．　H．1908．）の後，ひき「つづ
き第2主著「貸借対照表価値原理」（Uber　die　Grundlagen　der　Bilanzwerte，1908．）において「第1節，
貸借対照表価値を評価理論の一般原則に帰することは可能であるか」をもって開題し，従来の価値学
説に対する俊烈な批判とりわけ使用価値説批判から出発したということは，決して偶然の所産ではな
い。そこにおいてかれは「貸借対照表価値の成立を簿記から，しかも簿記からのみ説明しよう」とい
い，商人の会計的慣行の尊重という理由ずけの下に，ほぼ半世紀におよんだ貸借対照表価値問題の全
体をまず複式簿記にかかわる問題として捉えるべきことを説いた。商人の会計的慣行の尊重・複式簿
記の成果計算目的の強調・複式簿記の貸借対照表。　「原始的財産目録」による原価の範囲の吟味と統
制という一連の論理展開が現実的に果した意義は，簿記の貸借対照表の成果計算目的の確認であり，
またきわめて素朴ながら資産概念をもって投下資本の観点から把握し，評価問題を財産計算・価値評
価の論理から解放しうる方向をうちだしたことである。
　このような立論を前提とした上で現実の会計慣行を支配するもう1つの規定的な要因としてかれが
ことさら重視したのは損失予見・予見的要素・流動性原理・費用一損失平均という問題であり，そし
てかれはこうした流動性への配慮が働くのは基本的には配当政策のためであり，配当政策の上から利
益償却は秘密積立金の形成として非難されるべきではないと説いた。
　会計慣行の尊重という理由ずけの下に一方では価値説批判（設備財評価についてはとくに使用価恒説批
判）・複式簿記の成果計算機能の強調・簿記を基本とした貸借対照表と，他方では配当政策・流動性
原理・減価償却における利益償却の是認という2段構えの論理構造，それが，もつ現実的な意義は，
独占確立期における会計問題の所在との関連で改めて問われなけれぽならないであろう。しかしなが
ら少なくともここでいいうることは，すでにみたようにドイツ独占の生成より確立にいたる時期に，
株式会社における最も主要な会計問題は，設備賜の評価を中心とする過少評価・過大償却・秘密積立
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金の形成という問題であり，かれの所説はこの現実の反映であったということである。
　絶対的な貸借対照表真実性から相対的な貸借対照表真実性原則への移行の過程で，たとえ相対的な
真実であると限定を付してももはや真実な財産状態という表現には決してあたらない，公表会計制度
上の資産・利益と現実の資産・利益の乗離という独占的株式会社の現実とこうした現実を基礎として
財産資産概念・財産価値評価という理念から脱却することによって，独占的会計実務を会計的慣行と
して是認するための，静態的な財産計算原理にとって代るべき新しい論理が必要とされたこと，そし
て上記のようなR．フィッシャーの所説は，こうした論理づけのための新しい一方向を示唆するもの
であろう。
　2段構えの論理構造の一そうたちいった検討は次稿にゆだねることにして，減価償却問題にかんす
るR．フィッシャーのつぎのようなきわめて象徴的な言葉をもって本稿を閉じることにしたい。
　「使用財の問題は貸借対照表が一般的なものとして示すところのすべての経済的な問題の中で最も
重要でありまた最も興味ある問題であり，一たび減価償却問題を把握した人であれば，かれは総じて
貸借対照表制度の本質を把握した一一という主張を肯定しうるであろう。しかしながらこのことは商
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　人の営業財産を素人が商人の眼をもってみることができるときはじめて可能となるのである。そこで
商人は減価償却の場合にその事物をどのようにみ，またかれは何故そのようにみるかということが示
されなければならなかったのである。経験上商人ではない人にとって困難なことは，商人でない人々
は使用財の場合にこれまでつねに絶対的な意味の価値としてこれをみるようにならされてしまってい
たということによって，商人的観点においてはたんに相対的な意義の価値としてこれを認め，さらに
最後にはこのような価値としても認めず唯漸次に自らを消耗してゆく費用としてのみこれを認めると
　　　　　　①いうことである。」
　（1）　R．Fischer，　Ul）er　die　Grundlagen　der　Bilanzwerte，　S．60．
Eine　Studie　zur　Entstehung　des　dynamischen
・Denkens　in　deustcher　Bilanzlehre
　　－besonders　um　die　Frage　der　Bewertung
　　　der　Anlagensgegenst巨nde一
Fumiko　Ohno
　In　Brennpunkt　der　bekannten　Bilanzwertsstreitung　in　Deutschland　stand　die　Frage廿ber　die　Bewer－
tung　des　Anlagensverm6gens　fast　ein　halbes　Jahrhundert　lang．
　Die　Bestreitung，　worin　das　Problem廿ber　die　Bewertung　des　Anlagensvern6gens　d童e　Hauptrolle　sp－
ielte　wird　i且zwei　Stufen　abgeteilt．　In　der　ersten　Stufe　war　die　Frage　f廿r　wichtig　gehalten，　welcher
Wert　massgebend　f廿r　Wertansatz　in　der　Bilanz　ist，　der　objektive　Wert　oder　der　sublekive　Wert．　Bei
der　Aufstetellung　der　Bilanz　war　das　Prinzip　der　absoluten　Bilanzwahrheit，　welche　sowhol　die廿berm－
assige　Bewertung　als　auch　die　unterm琶ssige　verbietet，　dabei　als　entscheldend　angesehen　und　war　die
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strenge　Verm6gensrechuung　als　beherrschend　angesehen．　In　der　zweiter　Stufe　handelte　es　sich　um
die　untermassige　Bewertung，　die　tiberm設ssige　Abschreibung　sowie　die　Bildung　der　stillen　Reserven．
In　diesem　Fall　verlor　das　Prinzip　der　alsoluten　Bilanzwahrheit　infolge　der　umfangreichen　Ausbreitung
der　absichtlichen　Bilanzverschleierung　seine　Wirkung　und　an　die　Stelle　trat　das　Prinzip　der　relativen
Bilanzwahrheit，　welche　solche　Bilanzverschleierung　rechtfertigen　und　mehr　bef6rdern　kann．
　In　diesem　Essay　habe　Ich　den　Prozess廿ber　die　auf　die　vorgenannten，　zwei　Stufen　sich　erstrekende，
Bilanzwertl）estreitung至m　grossen　und　ganzen　verfolgte　und　eine　Studie　zu　dem　PrQblem　gelnacht，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　リwarum　die　frUhere　statische　Bilanzlehre　in　Ubergang　vom　Prinzip　der　absolute　Bilanzwahrheit　ins
prinzip　der　relativen　sich　zurUckzog，　und　warum　R．　Fischer　als　ein　anfangende　Dynamiker，　vor　der
Entwicklung　der　eigenen　Ansicht廿ber　die　Bewertung　des　Anlagensverm6gens，　von　der　Kritik　der
Simont量schen　Gebrauchsswert　ausgang．
一173　一
